
 

1 

 

論文の内容の要旨 

 

論文題目  

 

戦後の日本の乗用車産業における貿易政策とイノベーションの効果についての研究 

 

氏名 小坂 賢太 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この論文では、1950 年代から 1970 年代にかけての日本の乗用車産業における保護貿

易政策とイノベーションの効果について定量的に測定することを目的としている。戦後

の日本においては、様々な産業政策が行われていたことが知られている。乗用車産業に

おける保護貿易政策も、その代表的な例である。現在では、目覚ましい発展を遂げてい

る日本の乗用車産業も、戦後の 1950 年代から 1970年代にかけては、国産乗用車産業の

育成を目的とした輸入数量制限政策や高関税政策などの多くの手段によって、手厚い保

護が行われてきた。戦後の日本の乗用車産業で行われたような輸入制限政策は、幼稚産

業保護政策と呼ばれ、国際貿易論のなかでも、古くから議論されてきた理論的な根拠を

持った政策である。そして、日本乗用車産業における乗用車の保護貿易政策は、保護貿

易政策が実施された期間と同じ時期に、日本の乗用車産業も急速に発展したことから、

幼稚産業保護政策が成功した典型的な例として考えられ、さらには、数多く行われた日

本の産業政策の中でも成功した例として考えられることが多い政策である。その一方で、

日本の乗用車市場における保護貿易政策の効果についての定量的な検証は今日まで十分

に行われておらず、その効果を検証することは重要な研究課題である。 
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また、1950 年代から 1970 年代にかけての日本の乗用車産業の特徴として、プロダク

ト・イノベーションなどによって製品の種類が多様化していったことが上げられる。こ

のような市場における製品の種類の多様化は、消費者の便益を向上させる。製品の種類

の多様化による消費者の便益の向上は、経済成長や貿易の動向といった経済の大きな動

きに影響を与えることが理論的には知られており、その効果を定量的に把握することは、

重要な研究課題であると言える。 

本論文では、これらの研究課題について、構造系推計と呼ばれる手法を用いることで

測定している。具体的には、Berry(1994)で提唱された、離散選択モデルを利用した品質

が差別化されている財を扱うことができる需要関数を用いることで測定している。 

まず、序論である第 1 章では、研究の目的、研究の概略、実証分析を行うためのデー

タの入手方法について説明し、さらに製品の品質が差別化されている日本の乗用車市場

を、ヘドニック・アプローチによって分析することで、日本車と輸入車の価格競争力の

推移、および輸入数量制限政策が輸入車の価格に与える影響、日本の乗用車産業でのプ

ロセス・イノベーションについて議論している。 

第 2 章では、戦後の日本の乗用車産業における保護貿易政策について、特に、その中

でも代表的な手段であった外貨割当制限政策による輸入数量制限政策と高関税政策とい

う二つの政策の効果について、乗用車産業の学習効果に焦点をあてながら分析している。 

分析手法としては、1953 年から 1973 年までの日本の乗用車市場について、需要と供

給モデルに基づいた構造推定によって、保護貿易政策が行われなかった日本の乗用車産

業をつくりだし、それと現実の保護貿易政策が行われた日本の乗用車産業を比較するこ

とで、保護貿易政策の効果を測定している。 

需要モデルとしては、Berry(1994)で採用されている消費者の離散選択モデルに基づく

Nested logit model を利用した需要関数を用いている。この需要関数を用いることで、差

別化された財について、ある程度の現実的な財の代替関係を保ちながら需要関数を分析

することができる。  

この需要関数を、乗用車のブランドごとに、製品の価格と販売量と品質のデータを用

いて推計し、推計した需要関数を用いて、各乗用車のブランドのマークアップを計算す

ることで、限界費用関数が推計している。さらに、1961 年から 1965 年までの輸入制限

政策が輸入車の価格をどの程度上昇させているのかも測定することができる。限界費用

関数の推計には、学習効果による限界費用の低下についても考慮に入れている。 

このようにして求めた需要関数と限界費用関数を用いて、「輸入数量制限政策が行われ

ることなく、かつ関税率が 0 である」という仮想的な状況のシミュレーションを行った

結果、保護貿易政策の効果は、1950 年代については非常に大きく、最も大きい 1957 年

では、日本車への売上と利潤をおよそ 2.7 倍に上昇させていることが分かった。しかし、
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1960年代に入ると、その効果は次第に小さくなり、1964年には、売上と利潤を 1.1倍上

昇させるに留まり、以降は効果がほとんどなくなったことが分かった。このことから、

保護貿易政策は、1960年ごろまでは短期的に販売台数と利潤を増加させるという効果は

あったが、1960 年代中旬から 1970 年にかけては効果がなくなっており、その役割は、

1965年頃には終えていたと言える。 

第 3 章では、1954 年から 1972 年の日本の乗用車市場における国内の物品税を用いた

保護貿易政策の効果について測定している。乗用車は、普通乗用車と小型乗用車に分類

されるが、この時期の物品税率は、小型乗用車の物品税率が 15%であったのに対し、普

通乗用車の物品税率は、30%～50%と高い水準となっていた。このように普通乗用車の物

品税率を高くし、小型乗用車と普通乗用車の税率に大きく格差をつけた物品税率は、小

型乗用車が中心である国産乗用車の保護育成を目的としたものであり、1973年に普通乗

用車の物品税率が 20%に引き下げられるまで続けられた。 

普通乗用車の物品税率を高くすることで、国産車を輸入車の競争から保護するような

政策は、関税ではなく内国税を利用した保護貿易政策である。近年、GATT・WTO体制

で関税の引き下げと輸入数量制限撤廃の進展により「国境措置」による輸入制限政策が

軽減されつつある中で、内国税や国内規則等を差別的に扱うことによる輸入制限効果が、

いわゆる「隠された貿易障壁」として、その弊害が指摘されている。普通乗用車に高い

物品税率を課すことで、普通乗用車と小型乗用車の税率に大きな格差を設けることによ

る保護貿易政策も、このような内国税・国内規則等を差別的に適用することによる輸入

制限の事例の一つとして考えることができる。 

物品税の輸入制限効果を測定する手法としては、需要と供給モデルに基づいた構造推

計により、1954年から 1972年までの普通乗用車の物品税率が、1973年以降の 20%であ

ったという「仮想的な状況」における国産車および輸入車の日本市場での販売台数をシ

ミュレーションすることで、普通乗用車への高額な物品税率が、どの程度、国産車およ

び輸入車の販売台数に影響を及ぼしたのかを定量的に分析している。需要関数の推計に

は、第 2章と同様に、Berry(1994）で採用されている、Nested logit model に基づいた

需要関数を用いている。 

 分析の結果、普通乗用車へ高額な物品税率が課せられることで、輸入乗用車の販売

台数は約 13～20%近く減少したものの、国産乗用車の販売台数は、1966年から 1972年

に関しては、ほとんど変化しないことが確認された。さらに、1954 年に関しては、国産

車の販売台数を 2%ほど増加させたことが分かった。国産車の販売台数をほとんど減少さ

せることなく、輸入車の販売台数を大きく減少させているということは、この時期の普

通乗用車への高額な物品税率が、いわゆる「隠された貿易障壁」として機能していたこ

とを示唆している。一方、小型乗用車と比較して普通乗用車に高額な物品税率を課すこ
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とによる国産乗用車の販売台数を促進させる効果は、1954 年 に関しては、若干の効果

があったが、他の期間は、全く効果がなかったことが分かった。 

第 4 章では、戦後の復興期から高度成長期における日本の乗用車市場において、製品

の種類の多様化が、どの程度、消費者の余剰を増加させたのかについて測定している。

日本の乗用車市場では、1950年代には、少数の製品しか販売していなかったが、その製

品数は次第に増加していき、1960年代には数多くの種類の乗用車を消費者は購入できる

ようになった。第 4章では、その中でも特に、日本の乗用車に関する産業政策に関わる 2

つの事例、具体的には、国産乗用車メーカーと欧州乗用車メーカーとの技術提携政策に

よる欧州ブランド乗用車の国産乗用車メーカーによるライセンス生産・販売と、政策的

に優遇されていた軽乗用車の開発・販売によって、消費者の消費可能な製品の種類が多

様化したことが、どの程度、消費者の余剰を増加させたのかを定量的に測定することを

目的とする。測定手法としては、第 2 章と第 3 章と同様に、Berry（1994）などで提唱

されている Nested logit model に基づいた需要関数を推計することで、製品の種類の拡

大による消費者余剰の変化を測定している。 

測定の結果、技術提携政策に関しては、技術提携による欧州ブランド乗用車の日本市

場への導入により、ピーク時の 1956 年には、乗用車購入者一人当たり 12.75万円の消費

者余剰が増加していることが分かった。一方で、軽乗用車の市場への導入は、ピーク時

の 1967年でも、乗用車購入者一人当たりの消費者余剰を 2.6万円程度、増加させるにと

どまった。このような消費者余剰の増加の程度の違いは、新たに市場の導入された財に

対して代替的な財が、従来までの市場に存在していたかどうかに依存すると考えられる。

技術提携による欧州乗用車メーカーのブランドの日本市場への導入は、この時期におい

ては、日本の乗用車メーカーが販売する乗用車の製品数も少ない上に、1955年から 1961

年までは輸入乗用車の一般向けへの販売が禁止されていたことから、日本の乗用車市場

に、技術提携車と代替するような乗用車がなかったことが消費者余剰の大幅な増加に結

び付くことになり、一方で、軽乗用車の市場への導入に関しては、この時期には既に、

日本の乗用車メーカーは、ある程度の製品の種類を市場に投入し、軽乗用車に対して大

衆車という代替的な財が存在していたことが、消費者余剰の増加に結び付かなかったと

考えられる。 


